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平成 22 年度 社会福祉施設経営者協議会 

近畿ブロックセミナー 大阪大会開催要綱 

「社会福祉が抱える課題と未来への展望」 
 

1.開催趣旨 
私たち社会福祉法人は戦後、社会福祉事業法（現：社会福祉法）の下に設立された法人組織であり、

一貫してわが国の福祉の基盤をなしてきました。 

一方で、その取り組みは市民の理解や認識を十分に得られていない現状から、社会福祉法人の担って

いる役割や機能を否定的にとらえる議論があります。 

政府は今、医療・介護分野や子育て支援施策を成長分野と位置づけ、地方分権改革や規制・制度改革

をはじめとする諸改革が進行しており、社会福祉法人の経営環境、ひいてはその存在意義までも大きく

変化するのではないかという傾向が見えています。 

そのような中、長引く不況を背景に、「生活困窮」や、「無縁社会」といわれる人間関係の希薄さに

関連する虐待や孤独死など様々な問題がより身近で深刻さを増しています。 

今こそ、福祉サービスを必要とする人々が安心して暮らしていけるよう、地域に暮らす人々の福祉増

進をはかる社会資源である私たち社会福祉法人が、しっかりとそこに存在し、引き続きその役割を担っ

ていくには、法人制度創設時の趣旨・本旨に立ち返り、自らがその公益性を発揮・確立するために努力

を重ねる必要があります。 

本セミナーでは、近畿圏内の関係者が会して制度動向を見すえ、研究、共有をはかり社会福祉法人の

役割や、社会の要請に応えうる経営のあり方について学ぶ機会とすることを目的に開催いたします。 

 

2.主   催 滋賀県社会福祉施設経営者協議会 

 京都府社会福祉施設経営者協議会 

 兵庫県社会福祉施設経営者協議会 

 奈良県社会福祉施設経営者協議会 

 和歌山県民間社会福祉施設経営者協議会 

 大阪府社会福祉協議会 社会福祉施設経営者部会 

 

3.後   援 全国社会福祉施設経営者協議会 

 大阪府、大阪市、堺市、高槻市、東大阪市 （以上、予定） 

 

4.参加対象 社会福祉施設経営者協議会の会員法人の役職員等 
 

5.参加定員 600 名 

 

6.期   日 平成 23 年 2 月 14 日（月）〈午後 1時～午後 5時 30分〉 

 

7.会   場 ホテル 大阪ベイタワー 

 〈〒552-0007 大阪市港区弁天 1-2-1（ORC200 内） 06-6577-1111〉 

 

・JR 大阪環状線弁天町駅直結（北口改

札より徒歩 3 分） 

・地下鉄中央線弁天町駅からも直結

（2-A 出口より徒歩 1 分） 

また、「ORC200（オーク 200）」という複

合施設内にあるホテルですので、弁天

町駅からは屋根のある場所を歩いてい

ただけば雨の日も傘は不要です。 
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8.参 加 費 全国経営者協議会及び府県経営協組織の会員法人・施設からの参加 5,000 円/人 

 上記以外の非会員法人・施設からの参加 7,000 円/人 

 

後日お送りする参加決定通知に記載の指定口座

12：30～ 

へ、お振込みください。 
（詳細は決定通知にてお知らせいたします） 

 

※1.参加費振込後のキャンセルによる返金はいたしかねますので代理出席でのご対応をお

願いします。 
※2.会員・非会員に関するお問合せは各府県経営協事務局へお尋ねください。 

 

9 セミナーの日程と内容 

 

13：30～13：50 13：50～15：20 15：20～15：30 15：30～17：30 

受付開始 開会式 基調講演 移動休憩 分科会 

 

第 1 部（13：30-13：50） 
 
開

会

式 
 

主催者挨拶 
来賓挨拶 
来賓及び主催者紹介 

 

基

調

講

演 

（13：50-15：20） 

「社会保障改革をめぐる動向と今後の社会福祉（法人）の展望」 （仮題） 
講師：山﨑 泰彦氏 （神奈川県立保健福祉大学 社会福祉学科長〈教授〉） 
 

【講師プロフィール】（やまさき やすひこ） 

神奈川県立保健福祉大学 社会福祉学科長 

現在、社会保障審議会介護保険部会長、年金数理部会長、日本医療機能評価機構評議員、神奈

川県子ども・子育て支援推進協議会副会長・代表幹事、横浜市国民健康保険運営協議会会長・

介護保険運営協議会会長などの多数の公職にあり社会保障全般の他、年金、医療、介護、育児な

ど個別分野の制度・政策の在り方に関する研究を専門とされている。 
 

 

第 2 部 分科会（15：30-17：30） 

 分科会開催テーマとねらい 

第

1

分

科

会 

「平成 24 年介護保険制度改正に対応した経営戦略と福祉・介護人材のあり方」 
現在、介護保険部会において議論が進められている平成 24 年介護保険制度改正が目指す方向

性、その重要なキーワードとなる「地域包括ケアシステムの構築」、「介護と医療の連携」、「持続可

能な給付と負担の在り方」、「介護人材の確保と処遇改善」など制度改正のポイントを読み解き、こ

れらを踏まえた社会福祉法人・介護保険事業所経営の在り方について、シンポジウム形式で議論・

検討を行い、本分科会を有意義な時間として出席者の方々と共有したいと考えます。 

 
コーディネーター 武居 敏 氏  社会福祉法人 聖隷福祉事業団 監事（全国経営協 副会長） 
シンポジスト    廣江 研 氏  社会福祉法人 こうほうえん 理事長 

（全国経営協 介護保険事業経営委員会 委員長） 
平田 直之 氏  社会福祉法人 慈愛会 常務理事 
（全国経営協 介護保険事業経営委員会 委員） 
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第

2

分

科

会 

「障がい福祉のゆくえ ～新たな地域生活支援の構築に向けて～ 」 
 昨年の連立政権の合意により、「障害者自立支援法」を廃止し、「制度の谷間」のない総

合的な制度をつくるという障がい者制度をめぐる大きな動きがありました。 

 現在、国では障がい当事者を中心に構成される「障がい者制度改革推進会議」で、障害者

権利条約の批准や障害者基本法の改正などの施策全般を総合的に推進するための議論ととも

に、「総合福祉部会」では、平成 25年 8月までに障害者自立支援法に代わる「障害者総合福

祉法」（仮称）へ移行するという方針のもとで新たな仕組みに関わる論点についての様々な

視点で検討が進められています。 

 一方、私たち障がい者支援の現場にあっては、平成 23年度末までとされる新事業体系への

移行の途中でもあり、障害者の生活を支える障害福祉サービスが、依然として不安定な状況

にあります。 

 新しい法制度の議論の中で、地域における障害者支援施設の機能と役割が問われており、

その役割や意義を日々の具体的な支援をもって示しながら、地域社会に説明し、理解を得て

いく努力が必要とされています。 

 この分科会では、推進会議や総合福祉部会等における議論の状況を整理し、さらに、今後

の経営協をはじめそれぞれの施設で求められる対応や課題についてシンポジウム形式を通して

出席者の方々と共有したいと考えます。 

 

シンポジスト      岩崎 俊雄 氏 社会福祉法人 すぎのこ会理事長 

           （全国経営協 障害者施設経営委員会 委員長） 

                中村 一成 氏 大阪府社協セルプ部会常任委員 
                一般社団法人 大阪知的障害者福祉協会 
 

 

第

3

分

科

会 

「子ども・子育て新システムの展望」 （仮題） 
国では、「明日の安心と成長のための緊急経済対策」（平成 21年 12月 8日閣議決定）に基づき、

幼保一体化を含む新たな次世代育成支援のための包括的・一元的なシステムの構築について

検討を行うため、「子ども・子育て新システム検討会議」が設けられ、現在①基本制度ワーキング

チーム、②幼保一体化ワーキングチーム、③こども指針（仮称）ワーキングチームの 3 つの作業グ

ループでの整理が行なわれていいます。 

 この分科会では、これらの検討内容を踏まえつつ、社会福祉法人立の保育所として今、何を議

論して、何をしておかなければならないか、整理・共有し、制度導入への対応について考えます。 

 

講師：吉田 正幸 氏 （有限会社 遊育代表取締役兼発行人・（株）保育システム研究所代表） 

厚生労働省 社会保障審議会児童部会委員、社会保障審議会少子化対策特別部会委員 

 

 

第

4
分

科

会 

「新会計基準により社会福祉法人が受ける影響と対応について」 
 現在厚生労働省では、社会福祉法人に適用する会計基準の統合に向けて、新たな会計基準

を策定中で、本年１月にはその内容が素案として公表されました。 

 この新しい社会福祉法人会計基準の素案では、社会福祉法人の行うすべての事業に適用す

るための手法統一のほか、日常処理・決算処理に関するいくつかの新たな手法が導入されて

います。またこの会計基準は、平成 24年には規模の大きな法人から導入され、平成 25年度

からはすべての法人で適用することを原則としています。 

 この分科会では、大阪の自主監査事業や経営改善プログラムなどを手掛ける社会福祉法人会

計の専門アドバイザーからこの新しい会計基準が社会福祉法人経営にとって何を意味し、導

入に向けてどのような対策・対応が必要かを考えます。 

 

講師：林 光行 氏 （林光行公認会計士事務所長/総合福祉研究会副会長・常務理事） 
 



 - 4 - 

10.お申し込み  別紙参加申込用紙に必要事項をご記入の上、下記の代理店へ直接ＦＡＸでお申込く

 ださい。 

  なお、分科会は第 2希望までご記入いただきますが、会場の都合により希望にそえ

 ない場合がありますのであらかじめご了承ください。 

 

 ※申込締切：平成 23 年 1 月 14 日（金） 
 取り扱い代理店：トップツアー㈱大阪支社 第２営業部 《担当：岩田・伊達・田中》 
 ＦＡＸ：０６－６３４４－３９２８ （ＴＥＬ：０６－６３４４－３９２７） 
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＜送信先＞トップツアー（株）大阪支社（担当：岩田・伊達・田中）  

 FAX：０６－６３４４－３９２８  

 

平成 22 年度社会福祉施設経営者協議会 

法 人 名 

近畿ブロックセミナー大阪大会 参加申込書 
期 日：平成 23 年 2 月 14 日（月） / 会 場：ホテル 大阪ベイタワー 

 
 

経 営 協 
※いづれかに○を 

会員法人  ・  非会員法人 
（※会員・非会員が不明の場合は、各府県経営協事務局へお訊ねください） 

送 付 先 

〒  
 
 
※参加決定通知および請求書の送付先住所をお書きください。 

都道府県 （該当に○） 滋賀県 京都府 兵庫県 奈良県 和歌山 大阪府 

電 話 番 号     （                  ）  

ＦＡＸ番号 （                  ） 

参 加 者     

参  加  者  氏  名 

 

役 職 名 
分科会希望 

第1希望 第2希望 
フリガナ 

 

  

 
フリガナ 

 

  

 
 

フリガナ 

 

  

 
 

 
注）分科会は、１～４の番号で第 2 希望までご記入ください。 
  なお、会場の都合により希望に添えない場合がありますのでご了承ください。 

 

【会場アクセス】 
 
・JR 大阪環状線「弁天町」駅直結 

（北口改札より徒歩 3分） 

・地下鉄中央線「弁天町」駅からも直結 

（2-A出口より徒歩 1分） 

・また、「ORC200（オーク 200）」という複合施

設内にあるホテルですので、弁天町駅からは屋根

のある場所を歩いていただけば雨の日の傘が不要

という便利な会場です。 


